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１．研究計画の概要 
本研究の目的は、先進資本主義 12 カ国に

おける、(1)各国内の企業業績格差すなわち
profitability dispersion の計測(25 年間)、(2)
格差規定要因の統計分析・制度要因分析を行
うことにある。それによって、社会的要請の
高い「格差問題」に会計学の立場から考察を
加える。資本主義システム国家間で、クロス
セクションの意味での格差が異なる点を明
らかにし、さらにその要因を探る作業は、今
後の日本の経済システムを考える上で、欠か
せない作業になるものと考えている。 
 
２．研究の進捗状況 
 これまで、本研究では、1982 年から 2007
年における 11 ヵ国の利益率格差について分
析した。利益率格差の水準と時系列の変動は
国ごとに異なっており、その特徴は次の 3 点
にまとめられる。第 1 に、近年、多くの国に
おいて格差が拡大している。第 2 に、格差拡
大が始まるのは 1997年前後である。第 3に、
格差が顕著に拡大している国は、アングロサ
クソン諸国である。直近の水準でいえば、
Canada, Australia, UK, USA の格差が相対
的に大きいことが、明らかになった。こうし
た発見は、資本市場の機能が国ごとに異なる
ことを示唆している。 
つづいて我々は、利益格差の決定要因に関

する仮説を設定し、統合データ（aggregate 
data）を用いた回帰分析を行った。その結果、
会計的要因と非会計的要因の双方が、利益率
格差を規定している点が明らかになった。会
計的要因とは利益平準化の程度である。一方、
非会計的要因には、リスクマネー供給の多寡、
資本市場のダイナミクス、小規模企業、景気
循環が含まれる。さらに、会計的要因よりも

非会計的要因の方が利益率格差の創出要因
として有力であることを示唆する検証結果
も得られた。こうした検証結果は、格差の測
定方法や会計的要因の定義、モデルの特定化
などに対して頑健であった。 
こうした分析結果は、いくつかのインプリ

ケーションを示しているものと思われる。例
えば、各国の証券取引所における上場基準
(listing rule)をどこまで緩和するかという点
である。積極的な緩和政策は IPO を増やすこ
とにつながる。しかしながら一方では、クロ
スセクションの格差を大幅に拡大する。
Canada, Australia, UK, USA などの国では、
そのような現象が生じている。また、一時期
のドイツでも同様の現象が観察された。この
点は、各国の経済政策に依存する論点である
が、本研究はその点を計量的に分析し、明確
化している。 
  
３．現在までの達成度 
 ②おおむね順調に進展している。 
（理由）計量分析が順調に進捗し、当初の予
定通りに、書籍の出版、論文の投稿、海外学
会での報告も進んでいる。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 われわれの研究成果は独自性が高いもの
であるため、既存研究の潮流の中で、いかな
る位置を占めるのかを、最新の研究動向を踏
まえつつ、明確にする。そのうえで、英文レ
フリージャーナルへと投稿したい。また、既
に海外の学会報告において、いくつか有益な
コメントをいただいている。特に、会計的要
因に関しては、既存研究が用いている変数を
活用すべきだという指摘が多かった。その点
については、既存研究をフォローすれば良い
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だけのことであるので、容易に実行すること
ができると考えている。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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